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平成29年度 新規事業候補箇所 選定の考え方



都道府県知事等へ意見照会・公表

3月7日
～14日

社整審 道路分科会 地方小委員会（各地方）

（政府予算案の審議）

実施計画で決定

3月16日

予算成立時

社整審 道路分科会 事業評価部会（本省）

新規事業候補箇所の検討

平成29年度（直轄道路事業） 新規事業化手続きのスケジュールについて

2月28日
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1
秋田県
山形県

一般国道13号

（東北
と う ほ く

中央
ち ゅ う お う

自動車道）
真室川
ま む ろ が わ

雄
お

勝
が ち

道路 7.2km 247

2 鳥取県
一般国道9号

（山陰
さ ん い ん

自動車道）
北条
ほ う じ ょ う

道路 13.5km 364

3 高知県
一般国道56号

（四国
し こ く

横断自動車道）
佐賀

さ が

大方
お お が た

道路 14.0km 580

4 北海道 一般国道36号 白老
し ら お い

拡幅 4.8km 40

5 岩手県 一般国道4号 金ケ崎
か ね が さ き

拡幅 5.2km 95

6 千葉県 一般国道357号 湾岸
わ ん が ん

千葉
ち ば

地区改良（蘇我
そ が

地区） 5.0km 265

7 東京都 一般国道20号 日野
ひ の

バイパス（延伸
え ん し ん

）Ⅱ期 1.5km 300

平成29年度（直轄道路事業） 新規事業候補箇所

No. 路線名
区間

（箇所名）
延長

全体事業費
（億円）

備　　　　考都道府県名
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平成29年度 新規事業化候補箇所（直轄事業）

一般国道36号

白老拡幅 4.8km

東北中央自動車道（一般国道13号）

真室川雄勝道路 7.2km

一般国道4号

金ケ崎拡幅 5.2km

一般国道357号

湾岸千葉地区改良（蘇我地区） 5.0km

一般国道20号

日野バイパス（延伸）Ⅱ期 1.5km

山陰自動車道（一般国道9号）

北条道路 13.5km

四国横断自動車道（一般国道56号）

佐賀大方道路 14.0km

：一般国道（拡幅・バイパス）

凡 例

：高規格幹線道路

平成28年12月18日現在
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平成29年度 新規事業候補箇所 選定の考え方 【高規格幹線道路】

高規格幹線道路の未事業化区間のうち

道路ネットワークとしての課題（主要都市間の速達性、大規模災害に対する脆弱性）

並行する現道の課題（防災、渋滞、事故、走行性等）

その他地域の抱える課題

が特に大きい区間

事業実施環境が整っている

東北中央自動車道 真室川雄勝道路

山陰自動車道 北条道路

四国横断自動車道 佐賀大方道路

対象事業：高規格幹線道路
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帯広

東京

仙台

名古屋
広島

福岡

大阪

※最短経路とH27プローブデータによる拠点間の所要時間から算出

鳥取

姫路
岡山

北九州

鹿児島

都市間連絡速度80km/h以上
〃 60～80km/h
〃 40～60km/h
〃 40km/h未満

＜凡例＞
長崎

大分

松江

佐賀

宮崎

熊本

松山

高知

高松

徳島
和歌山

津

京都
大津

福井

金沢

静岡

甲府

長野

岐阜

奈良

新潟

秋田

水戸

福島

山形

青森

盛岡

宮古

浜松

横浜

千葉

宇都宮

さいたま

前橋

八戸

釜石

相馬輪島

富山

松本

下田

館山

酒田

宇和島

延岡

いわき

郡山

浜田

下関

山口

高山

長岡

三次

豊岡 鹿嶋

気仙沼

尾鷲

札幌

釧路

網走

函館

稚内

紋別

旭川

苫小牧

那覇

名護

主要都市間の連絡速度

東北中央自動車道（一般国道13号）
真室川雄勝道路 7.2km

四国横断自動車道（一般国道56号）
佐賀大方道路 14.0km

山陰自動車道（一般国道9号）
北条道路 13.5km
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防災機能の評価レベル

※災害リスクは、地震・津波、豪雨・豪雪、火山を設定
※災害時に通行不能になると推定される箇所の設定
・物資を輸送する大型車の円滑な通行が困難な箇所
・昭和55年に改定された橋梁設計基準を満たさない橋梁及び落石・土砂災害・雪崩等のおそれのある箇所
・落石、土砂災害、雪崩等のおそれのある箇所
・「活火山対策特別措置法第3条」に定められる火山災害警戒地域のうち、火山災害により著しい影響が及ぶ
おそれのある区間

評価
ランク

脆弱度 備 考

A 0 災害時も平時と同じ期待所要時間

B 0より大～1/3未満 災害時は平時の1.5倍未満の期待所要時間

C 1/3以上～1未満 災害時は平時の1.5倍以上の期待所要時間

D 1 災害時には到達不可能

Ｃ

（黒松内～倶知安町(宇比羅夫)）

Ｄ

（七飯藤城～七飯）

Ｃ

（美深敷島～音威子府）
（中川～幌延）
（豊富北～稚内）

（倶知安町(宇比羅夫)～倶知安）
Ｂ
（端野町川向～端野町協和）
（端野町協和～高野(交差点)）
（女満別空港～網走）

Ｃ（遠軽～紋別）

C
（静内～浦河）

Ｄ

（木古内～江差）

Ｃ

（天間林(2)～天間舘）
（滝沢～青森東）

Ｃ

（二ツ井白神～小繋
(二ツ井バイパス)）

Ｄ （別保～温根沼）

Ｄ

（金山～金山北）
(及位～上院内）

Ｃ
（浪岡JCT～浪岡）

(柏～浮田）

（富浦～館山）

（東名JCT～平和島JCT）

Ｄ

（玉川～横浜泉JCT）
（横浜泉JCT～海老名南JCT）

Ｄ（長坂JCT～八千穂）

（田鶴浜～七尾
(田鶴浜～病院西)）Ｃ

Ｃ（波田～中ノ湯）
(平湯～丹生川）

Ｄ

（函南～修善寺JCT）
（天城湯ヶ島～河津）

（新宮～熊野）

（串本～太地）
Ｃ Ｃ

（巨椋JCT～城陽JCT）
（奈良北～奈良）

Ｃ（豊岡～豊岡北）

Ｄ（米子北～境港）

Ｃ
Ｃ （浅利～江津）

Ｃ
（須子～萩）

（三隅～長門）
（豊田～美祢JCT(小月)）

Ｃ （佐賀～大方）

（大方～四万十）
Ｃ（矢部～蔵田）

Ｄ （油津～夏井）

東北中央自動車道（一般国道13号）
真室川雄勝道路 7.2km

四国横断自動車道（一般国道56号）
佐賀大方道路 14.0km

山陰自動車道（一般国道9号）
北条道路 13.5km

（平成28年12月18日時点）

Ｃ

（豊似～広尾）

Ｃ

Ｃ

Ｂ

（程野～南信濃）
（水窪北～水窪）
（水窪～佐久間）

（はわい～大栄東伯）

（宿毛～内海）
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全国的な政策課題に照らし必要性を確認

渋滞対策の観点からの必要性

（例）

• 地域の協議会等において特定された 「主要

渋滞箇所」 等

事故対策の観点からの必要性

（例）

• 地域の協議会等において特定された「事故

危険区間」 等

平成29年度 新規事業候補箇所 選定の考え方 【一般国道（拡幅・バイパス）】

対象事業：一般国道（拡幅・バイパス）

地域における道路交通上の課題、地域からの要望があり、事業実施環境が整っている区間を
各地方小委員会において審議の上、選定

防災・震災対策の観点からの必要性

（例）

• 近年大規模災害による被災有り

• 事前規制区間、防災点検要対策箇所など災

害に対する脆弱性を有する区間 等

合計：４事業

関 東

北 海 道

一般国道36号 白老拡幅

主要渋滞箇所 １箇所 [渋滞]

事故危険区間 ３箇所 [事故] 

一般国道357号 湾岸千葉地区改良（蘇我地区）

主要渋滞箇所 ５箇所 [渋滞]

事故危険区間 ６箇所 [事故]

一般国道20号 日野バイパス（延伸）Ⅱ期

主要渋滞箇所 ５箇所 [渋滞]

事故危険区間 ７箇所 [事故]

ストック効果を高める道路整備

東 北

一般国道4号 金ケ崎拡幅

主要渋滞箇所 ３箇所 [渋滞]

事故危険区間 ３箇所 [事故]
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渋滞対策の観点からの必要性（例：主要渋滞箇所）

北海道の例 （北海道渋滞対策協議会）

○地域の交通特性から、観光期の休日や大型連休等の特定日に渋滞

が確認されることから、主要渋滞箇所に選定

○対象区間周辺では、平成30年に室蘭港と東北の宮古港を結ぶ新た

な定期フェリー航路の開設や、平成32年にアイヌ文化の復興等の拠

点施設「民族共生象徴空間」の開設が予定されるなど、交通需要の増

加により更なる渋滞が懸念されるため、対象区間の対策を実施

○検討の流れのイメージ

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの実施（道路利用者等の意見）

｢地域の主要渋滞箇所｣の選定

・道路利用者が実感している渋滞箇所を抽出

・最新データや現地状況により渋滞状況を確認

・集中する渋滞箇所は、効率的に対策を実施できるよう、区間

またはエリアに集約

ソフト・ハードを含めた対策の検討

「渋滞の現状・対応の基本方針」を策定

・客観的データに基づき、渋滞発生箇所を抽出

・地域における交通特性を考慮した抽出方法を検討

素案の選定（協議会※の意見）

※ 渋滞対策協議会は、国・地方公共団体等の道路管理者、
都道府県公安委員会及び地方運輸局等により構成

苫小牧市
とまこまい

アイヌ民族博物館
H32に国立アイヌ民族
博物館を含む民族共生
象徴空間が開設予定

虎杖浜温泉

登別温泉

新千歳空港

国際拠点港湾
苫小牧港

国際拠点港湾
室蘭港

千歳市
ちとせ

白老町
しらおいちょう

登別市
のぼりべつ

室蘭市
むろらん

2車線区間
延長4.8km

2車線区間
延長8.3km

2車線区間
延長5.0km

北海道

0 1 2 3 4 5 10㎞

苫小牧東IC

苫小牧西IC

白老IC

登別東IC

登別室蘭IC
室蘭IC

対象区間
一般国道36号
白老拡幅

36

36

276

室蘭港-宮古港
定期フェリー航路 H30開設

＜凡 例＞
＜道路種別＞ ＜主要施設＞

高速道路 市役所・市町村役場
一般国道 主要渋滞箇所
道道 JR

2車 4車
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地域固有の課題解消の観点からの必要性（例：事故危険区間）

○検討の流れのイメージ

事故危険区間の選定

ソフト・ハードを含めた対策の検討

意見

0 1 2 3 4 5 10km
500m

○事故データに基づく区間

地域の実情を踏まえ、死傷事故率等の事故

データに基づく区間を抽出

事故危険性が高い区間を明確化

○潜在的な危険区間

地域の実情をよく知っている市町村や道路利

用者団体、地域住民等へのアンケート等により、

地域の声を収集

学識経験者

道路利用者

関係機関等

から意見聴取

千葉県内の事故危険区間の例

千葉市

市原市

357
14

51

126

16

対象区間
湾岸千葉地区改良

蘇我地区

湾岸千葉地区改良
千葉地区

千葉県

297

297

市原IC

千葉東JCT

松ヶ丘IC

大宮IC

高田IC 中野IC

高田IC

誉田IC

平山IC

鎌取IC

貝塚IC

穴川IC

宮野木JCT
武石IC

幕張IC 千葉北IC

四街道IC 佐倉IC

四街道市

習志野市
佐倉市

357

＜事故危険区間＞

蘇我地区内の事故危険区間

千葉地区内の事故危険区間

その他主な事故危険区間

私鉄

凡 例

（千葉県安全性向上プロジェクト委員会）
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一関市

平泉町

奥州市

陸前高田市

住田町

遠野市

金ヶ崎町

北上市

西和賀町

花巻市

雫石町

紫波町

矢巾町

盛岡市

滝沢市

宮古市

岩泉町

山田町

大槌町

釜石市

大船渡市

41

48

20

30

40

50

60

H23 H26
０

340

340
45

45

ストック効果を高める道路整備の事例
（一般国道４号 金ケ崎拡幅）

○ 東日本大震災後、東北全体の復興のため自動車関連企業では、部品製造などの地元企業拡大に貢献

○ 新たに大手コンビニチェーンが進出し北東北の食品製造物流拠点を整備

○ 企業の進出・増設が進んだことにより、県南地域では法人住民税が約２割増加

（企業数）

図２ 岩手県南地域における企業の進出・増設状況

■県南地域における法人住民税が増加

■県南地域における企業の進出・増設が加速北上市
15社

盛岡貨物ターミナル

花巻市以北
3社

一関・平泉
13社

奥州・金ケ崎
16社

自動車メーカー生産工場
▼企業数：９７社から１４０社へ増加

（自動車関連企業のサプライヤー企業）

秋田県

宮城県

・愛知県から部品を鉄道輸送

大衡工場を経由し
仙台塩釜港(国際
拠点港湾)より搬出

岩手県

宮城県
2社

秋田県
6社

(釜石市)
(1社)

※釜石港経由

4 6 6 7 12 161 1 2 3
6

8

3
10

18

23
26

1

4

8

12

5
10

19

32

49

62

0.1 0.3 0.4

1.8
2.2

2.7

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

0

20

40

60

80

H24 H25 H26 H27 H28

自動車関連以外・増設

自動車関連以外・進出

自動車関連・増設

自動車関連・進出

従業員数

(社) （千人）

企業進出・増設の
加速とともに、H24
～28には約２千人
が新規雇用

H29以降

一般国道４号
金ケ崎拡幅
対象区間

図３ 県南地域の市町の法人住民税推移

釜石港

※新聞各紙より、県南地域
に進出、増設が確認された
企業数（累計）

凡例

＜自動車関連物流＞

岩手中部（金ケ崎）工業団地へ

自動車部品を供給する企業数

自動車関連企業からの搬入

愛知県からの部品の搬入

完成車の搬出

＜道路種別＞

高規格道路

高規格道路（事業中）

一般国道

岩手県内国道４号

岩手県内国道４号（事業中）
(2車線) (4車線)

資料：総務省地方財政状況調査

※法人住民税：法人の収益・
規模に応じて課せられる税
※県南地域：花巻市、北上
市、金ケ崎町、奥州市、平
泉町、一関市

(億円)

東
北
縦
貫
自
動
車
道

東北横断自動車道

三
陸
沿
岸
道
路

(1.0)

(1.2)

■地元企業の拡大

９７社 １４０社

0

50

100

150

200

H23 H28

図１ 自動車関連企業のサプライヤー企業数の推移

４３社の地元企業が増加

出典：H28.10.12日本経済新聞

３年間で税収は約２割増加

大手ｺﾝﾋﾞﾆﾁｪｰﾝの製造・物流拠点
▼進出にあわせ新規雇用約８００人
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